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The contact between the Presidio of Monterey/Ford Ord Civil 










　The education ofﬁ cer of the GHQ and Japanese educators with the ideals of democracy, liberalism and 
paciﬁ sm formed Japan’s education system during the occupation period. Meiji University Junior College was 
born in this with a boost by the CIE education section chief of the GHQ. Without this help, the school of 
Information and Communication, Meiji University may not exist today. This ofﬁ cer was given the training in 
the education system of Japan at the Presidio of Monterey, CA.,U.S.A. just before the appointment to the 
GHQ. This summer, the short-term study abroad program of our school was carried out at California State 
University at Monterey Bay. This university is on vacant lot of this base. With this coincident, this 
paper addresses to the education research and training in the US military during the war, the education 
policy for Japan by GHQ, and the journalism education during the occupation period in Japan.
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の Tanimura & Antle Family Memorial Library





















る。 こ の 設 置 に は General Headquarters, the 
Supreme Commander for the Allied Powers 
(GHQ/SCAP)：連合国最高司令官総司令部、以










State University at Monterey Bay（カリフォル
ニア州立大学モントレーベイ校、以下 CSUMB）



























































































軍省 3 省の意見調整を図るための State-War-
Navy Coordinating Committee（国務・陸・海
軍 3 省 調 整 委 員 会、 以 下 SWNCC） が 1944 年
12 月、設置された。各省の政策は SWNCC で
調整し、統合参謀本部の同意を経て米国政府
の 政 策 と な っ た。 ま た、SWNCC 会 内 部 に は






Area Committee for the Far East（部局間極東
地域委員会）を設置し、Research and Analysis 
Branch of the Office of Strategic Services（ 戦































　米陸軍省では、日米開戦直前の 1941 年 12 月
3 日付けの指令で、日本など枢軸国の戦後の軍
事的占領に備えて、War Department, Services 









５　War Department Special Staff (1946), "History of the Civil Affairs Holding and Staging Area", Office of the Chief of 
Military History, U.S. Army, Vol.1, 5
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い訓練プログラムは、1943 年 8 月からシカゴ大
の民政訓練学校で開始され、1 期生が 1944 年 11
月に課程を修了した。軍指令に基づくプログラム




　 管 理 部 門 と し て、1942 年 8 月 に は Army 
Service Forces（陸軍補給軍）の憲兵総監部に軍
政時に占領下の各国官庁を統合した広範な計画策
定に従事する Military Government Division（軍
政課）が設置された。ただし、計画実行の調整権
限が憲兵総監になかったため、1943 年 3 月に陸
軍省の Special Staff（専門部）として軍政に関
する非軍事的活動全般を統括する Civil Affairs 
Division（民政課）が設置された。1944 年 4 月 8
日、陸軍省は通達を出し極東における民政任務の
ため 1500 人の将校を招集した 13。
３－３　民政準備基地
　米本国の軍最高機関である Joint Chiefs of 
Staff（以下統合参謀本部）は 1944 年、日本が
降伏するのを見越した軍政準備のため、米陸軍




針は陸軍省の W.D. Field Manual 27-5, Military 






体的な教育内容については陸軍省の W.D. Basic 
Field Manual 27-10, Rule of Land Warfare（基
本フィールド・マニュアル『野戦の規定』）、W.D. 
FM 27-251, Treaties Governing Land Warfare
（『野戦統治の協定』）に従った内容であった。




　一方、1943 年 3 月には全米で地域研究の実績
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部訓練セクションに含まれていた。1944 年 11 月
22 日に独立した言語セクションが設置され、監
督者 2 人と日系人 5 人の日本語講師によって組織
された。1945 年 7 月 20 日には日本語クラスは 50
以上、中国語クラスは 14 に増加した 22。受講生




あったが紆余屈曲の末、1944 年 7 月 15 日、カリ
フォルニア州モントレーの陸軍基地、Presidio 
of Monterey/Ford Ord ( モントレー駐屯地 )（図
２、図４）に Warfare Area Commander（戦争
地域司令官）基地として民政準備基地が設置され
た 14。当初は研究や会議の目的の管理棟、食堂と
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ア語など計 10 言語を追加し、1947 年に Army 
Language School ( 陸軍語学学校 ) となった。教
員と学生の数、設置言語数は、冷戦年間を通じ
て 増 加 し た。 現 在 は、The Defense Language 




に応じて、26 週から 64 週までの間、週 5 日一日
7 時間の教育を行っている 26。
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24　Id at Vol.2, 63
25　Id at Vol.2, 64
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サー元帥を Supreme Commander for the Allied 
Powers（以下連合国最高司令官）に任命した。






















　GHQ の正式な発足に先立つ 1945 年 9 月 22 日、
日本と朝鮮（韓国）の広報、教育、宗教その他の
社会学的問題に関する施策について連合国最高
司令官に助言するために United States Armed 
図４　モントレー駐屯地に残る記念塔と砲台。
（2015 年 9 月、筆者撮影）
４　占領期日本の GHQ の教育政策
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Forces in the Pacific：USAFPAC（米太平洋陸
軍総司令部）の Special Staff Section（専門部）
として CIE が設置された。これは設置直後の 10






  また、CIE は日本の軍国主義・超国家主義を排
除し、平和主義・民主主義・自由主義を定着させ
るため、いわゆる教育四大改革指令を発令した。
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大学中退後、U.S. Rubber（US ゴム）や Johns-




に招集され、陸軍省の Troop Information and 
Education Unit（軍隊情報教育隊）で陸軍少佐




告代理店Young and Rubicam International (ヤ
ング・アンド・ルビカム・インターナショナル )
広報担当副社長で現役生活を閉じた。 






















　1945 年 12 月 27 日 モ ス ク ワ で 開 か れ た 米・
英・ソ 3 国外相会議で、日本の占領管理に関す
る連合国の最高政策決定機関で米・英・中国・











others/detail/1317996.htm）（2015 年 9 月 7 日閲覧）
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軍兵学校で数学を教え、1927 年から 1938 年まで
はスタンフォード大学教育学部に勤務した。1938
年、米国中等学校基準に関する共同研究で注目さ
れ、1938 年から 1945 年まで米国短期大学協会事
務局長、その後は復員軍人行政の外国教育課長














了した。1945 年 11 月、CIE 教育課長として東京
に赴任し、1946 年春に CIE 局長代理に昇進した。
1946 年 6 月の東京裁判で、日本での教育経験か












































































使節団を 1946 年 3 月に招聘した。団長の George 
D. Stoddard（ジョージ・D・ストッダード）博
士ら 27 人が来日した。使節団が GHQ に 1946 年
3 月 31 日に提出した『Reports of United States 
Education Mission to Japan（米国教育使節団
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「日本大学新聞」」（1921 年 52）、「早稲田大学新聞 
53」（1922 年）など、ジャーナリズム関連学部を
持つ大学の多くで学生新聞が創刊された。さらに、
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閲覧）
52　日本大学新聞 HP（http://www.nu-press.net/info）（2015 年 9 月 10 日閲覧）





































を開始した。例えば読売新聞では 1946 年 8 月か
ら新人記者を対象に年に 1 回、3 カ月間実施した。
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ントレー（2015 年 9 月、筆者撮影）
　CSUMB は基地閉鎖の 1994 年に創立された。























　2015 年 9 月、学生の短期留学の引率で米カリ
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図７：2015 年 9 月、筆者撮影）
　さらに、米軍関連の教育に関する軍政策につい
ては未知の部分が多い。軍政学校や民政準備基地
が果たした占領期日本の教育政策についての役割
についての国内の先行研究は皆無という状況で、
この実態調査は緒に就いたばかりである。
　軍博物館の老人との出会いとカス氏からの突然
のメールがなければ、民政準備基地の内容にまで
踏み込むことはできなかった。これもなにかの縁
なのだろうか。カス氏とは電話とメールで何度も
やりとりをさせていただいた。その中で、「来年
は研究所で日本のジャーナリズム教育の講義をし
てもらうのもいい。70 年経って民政準備基地で
の訓練の結果が分かるというものだ。その準備も
しよう」と持ちかけてくれた。米軍政機関による
占領期日本の教育政策のさらなる調査研究が今後
